
産業政策論に関する新視点

―産業連関表に基づく産業構造の評価基準と労働価値量の算出方法を中心に―

張 忠 任

はじめに

１．産業連関表に基づく産業構造の評価基準

２．各部門の労働価値量構成比の算出方法

むすびにかえて

はじめに
本稿は、総合政策の一分野としての産業政策について、現実産業構造の中に隠れている

理論的標準産業構造の導出を通して、産業連関表に基づく産業構造の評価基準の開発を試

みている。また、市場生産価格の貨幣表現による産業連関表から、生産価格体系、価値体

系、市場価値体系をそれぞれ導出している。これらの手順の中で、逆転形の手法を用い生

産価格体系から価値体系へと遡ることが最も重要である。このようにして、これまで算出

不能とされている労働価値量は、産業連関表から相対的価値体系への還元過程を通して推

定可能になる。

1．産業連関表に基づく産業構造の評価基準
産業構造調整は産業政策の施策の重要な柱として位置付けられる。しかし、産業構造を

評価する方法或いは基準がまだ乏しいといえる。また、これまでも産業連関分析手法は産

業構造分析にも用いられてきたが、産業連関表に基づく産業構造を評価する基準は事実上

開発されていないと思われる。

本研究は、現行の産業連関表に基づき、各部門の需給均衡の状態を求めた上で、各部門

それぞれの供給の程度（過剰或いは不足）を提示する。

分析の便宜のため、以下の定義を与えておこう。

定義１ 対角行列 Â＝diag（a１，a２，…，an）をベクトル A＝（ai）１×nの「延伸ベクトル」と

呼ぶ。これに対して、ベクトルル A＝（ai）１×nを対角行列 Â=diag（a１，a２，…，an）の「圧縮ベ

クトル」という１）。

定義２ 全部門の平均利潤率の形成状態を全部門の需給均衡状態と定義する。

総利潤の観点から見れば、これまでの各国の産業連関表では一般的平均利潤率が形成され

ていないことが分かる２）。このような平均利潤率の未形成な産業構造を次式で表す。

（FC＋V）（I＋R）＝P （１）

ここで、P＝（Pi）１×nは各部門の総産出ベクトル、C＝（Cij）n×nは中間投入行列、
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R=diag（r１，r２，…，rn）は利潤率行列、V＝（Vi）１×nは賃金ベクトル、Iは単位行列、

F＝（１，１，…１）１×nとする。

第 i 部門の供給を平均利潤率 r が形成できるように Qi倍して調整する。
＾ ＾（１＋r）Q（C＋MV）＝QP （２）

ここで、Q＝（Qi）１×nであり、M＝（Mij）n×n、mij= Cij

Ci
である３）。もちろん、式（２）は事実上産

＾ ＾
業調整の効果を持つ。式（２）を変形すると、Q［（C＋MV）P‐１］＝ １

１＋r
Qになる。こうしてみ

＾ ＾れば、 １
１＋r

は行列（C＋MV）P‐１の固有値４）、Qはその固有ベクトルになる。もちろん、Q

の解は唯一ではない。ただし、投資総額を不変とし、すなわち
＾ ＾Q（C＋MV）F’＝F（C＋MV）F’＝（FC＋V）F’ （３）

とすると、Qについて唯一の解を得ることができる５）。

を現在産業構成比、連立方程式（２）の解 Q＊＝（Q ＊
i ）１×nに関して

を標準産業構成比と定義する。以下では、θi＝αi－βiを第 i

部門の供給率と呼ぶ。θi＞０であるなら、θiは第 i 部門の供給過剰の程度を表す。θi＜

０ならば、θiは第 i 部門の供給不足の程度を示す。

以上の方法を用いて、日本の２０００年産業連関表を考察すると、以下の結論が得られる。

特に、不動産業の供給過剰が目立つ（表１参照）。

＾あるいは式（１）の（１＋r）Q（C＋KV）＝QPにより表された産業

構

造を標準産業構造と呼ぶ。ただし、標準産業構造はどの産業構造の中にも隠れているが、

それは理論的なものであって、現実にはほぼ形成できない。標準産業構造の意義は、産業

構造分析において基準系（Reference System）のような機能を果たすことにある。また、

標準産業構造を通じて逆転形の手法を用いて生産価格体系から価値体系へ遡ることができ、

つまりそれによって各部門の労働価値量構成比を算出することが可能になる。

表１ 日本の産業構造の評価６）

Qi αi βi θi＝αi－βi 部門
１ ０．７２０８７４ １．５０％ １．０１％ ０．４９％ 農林水産業
２ １．０２５３５９ ０．１４％ ０．１４％ ０．０１％ 鉱業
３ １．２５３３７２ ３２．１４％ ３７．５６％ －５．４３％ 製造業
４ １．３２９５７３ ８．０６％ １０．００％ －１．９３％ 建設
５ ０．８５２５３７ ２．８２％ ２．２４％ ０．５８％ 電力・ガス・水道
６ ０．９９０６３９ １０．１１％ ９．３４％ ０．７７％ 商業
７ ０．８４６６１８ ３．９８％ ３．１４％ ０．８４％ 金融・保険
８ ０．２３９３６３ ６．８７％ １．５３％ ５．３３％ 不動産
９ １．１８７９２８ ５．００％ ５．５３％ －０．５４％ 運輸
１０ ０．８６０１８１ ２．３１％ １．８５％ ０．４６％ 通信・放送
１１ １．０６００９３ ３．７８％ ３．７３％ ０．０４％ 公務
１２ １．１０２６２５ ２２．８６％ ２３．５１％ －０．６５％ サービス
１３ １．００００００ ０．４４％ ０．４１％ ０．０３％ 分類不明
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2．各部門の労働価値量構成比の算出方法
これまで、労働価値の測定は不可能とされてきた。しかし、逆転形モデルの構築が可能

になったことによって、価格から価値への還元を通じて労働価値を推計することができる。

図１ 価値と生産価格の諸関係７）

価値と生産価格との関係を考えると、市場価値は価値の乖離状態、市場生産価格は生産

価格の乖離状態として理解でき、市場価値→価値→生産価格→市場生産価格、市場生産価

格→生産価格→価値→市場価値という２つのチェーンが考えられる。ただし、生産価格→

市場生産価格、及び価値→市場価値への変換は困難である（図１参照）。

なお、現行産業連関表に見られる価格は生産価格の貨幣表現である。とはいえ、価格の単

位は貨幣、生産価格の単位は労働時間であり、貨幣／労働時間のような係数（例えば２０００

円／１時間）で割ることによって、価格を生産価格に還元できるはずである（もちろん統

計上この係数を推定することが必要である）。

その手順は以下の通りである。

１．現実の価格は生産価格の貨幣表現である。理論的には、生産価格下の均衡状態は以

下の数式で表示できる。厳密には Cは前貸総資本でなければならない。

（１＋r）（FC＋V）＝P （４）

２．これまでの産業連関表では、平均利潤率が形成されたものは見られないため、市場

生産価格の状態となる。この状態は前述の数式（１）に当たる。

３．均衡ではない市場生産価格状態の背後には、可能な均衡状態（生産価格均衡状態）

が隠れている。数式（１）を標準化すると、可能な生産価格状態を求めることができ

る。標準化の手順は前述の数式（２）となる。こうしてみれば、前述した産業構造の
＾評価基準は実際には生産価格である。なお、数式（２）における（１＋r）Q（C＋MV）＝

＾QPは数式（４）に相当する。

４．労働価値タームの産業構造は以下のように想定できる。

Fc＋（１＋e）v＝w （５）

ここで、e は平均剰余価値率であり、w＝（wi）ｌ×n、c＝（cij）n×n、v＝（vi）１×nはそれぞ

れ、価値タームの生産額ベクトル、中間投入行列（不変資本行列）、賃金ベクトル

（可変資本ベクトル）である。
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５． 式（２）に対して以下の通り逆転形８）の手順を行う。
＾ ＾ ＾ ＾ ＾XQ＊C＋（１＋e）yQ＊MV＝XQ＊P
＾

�
�
�
�
�
�
�

XQ＊P＝Q＊P

e＝
＾r＊Q＊（C＋MV）F’

yVF’ 眇

e の式を式眇の第１の方程式に代入すると、

＾ ＾ ＾ ＾
�
�
�
�
�

XQ＊（C－P）＋Q＊MVy＝－r＊
＾Q＊（C＋MV）F’

VF’ V

＾XQ＊P＝Q＊P 眄

が得られ、計算が容易になる。
＾ ＾ ＾６．式眇における XQ＊C＋（１＋e）yV＝XQ＊Pは式（５）に相当する。

７．市場価値は価値の乖離状態として、以下の式で表示できる。
－ － －Fc＋v=w（I＋E） 眩

－ － － － － －ここで、E＝diag（e１，e２，…en）は剰余価値率行列であって、w＝（wi）l×n、c＝（cij）n×n、v＝（vi）１×n

はそれぞれ、市場価値の生産額ベクトル、中間投入行列（不変資本行列）、賃金ベクトル

（可変資本ベクトル）である。

市場価値状態から価値状態へ遡ることが困難であるが、式眇における価値状態の
＾ ＾ ＾ ＾ ＾ ＾ ＾ ＾ ＾ ＾^XQ＊C＋（１＋e）yQ＊MV＝XQ＊Pを Q＊XC＋（１＋e）yQ＊MV＝Q＊XPとなるように整理する

と、市場価値状態から価値状態への転化モデルと見なす。したがって、以下の式は市場価

値状態の原型となるだろう。
＾X＊C＋y＊V（I＋E）＝X＊P 眤

ここで、eiの求め方は以下の通りである。

眞

以上の手順にしたがって、日本の２０００年産業連関表を市場生産価格（貨幣表現）から生

産価格（貨幣表現）へ還元すると、表２が得ることができる。この場合、平均利潤率は

r＝３１．５９％となって、均衡化前の社会平均利潤率３４．１％より低くとなった。

次に、表２に対して、逆転形の手順をすると、価値（貨幣表現）タームに当たる表３が

得ることができる。この場合、平均剰余価値率は e＝７８．９１％である。

むすびにかえて
本稿は、理論的標準産業構造の算出方法を開発して産業連関表に基づく産業構造の評価

基準を提出している。産業政策への応用に具体的にふれていないが、方法論として重要な

論点を提起できれば、本稿の目標達成になると思う。また、貨幣表現による産業連関表を

貨幣表現による市場生産価格体系に相当し、平均利潤率の形成による標準産業構造を生産

価格体系として位置付ける。このようにして、逆転形の手法を用いれば、生産価格体系か

ら価値体系へ還元でき、さらに各部門の労働価値量構成比を算出することもできる。小論

によって、労働価値論もマクロ経済の実証分析に応用することが可能になるであろう。な

お、本稿はあくまでも仮説の段階であり、不足ないし欠陥があるはずであるが、この点に

関しては皆様のご関心・ご支援・ご指導を賜りますよう、お願い申し上げたい。
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４９
００
９
０
．０
０６
１８
６
０
．０
０５
９５
９
０
．０
０５
８５
６
０
．０
７５
２８
４
０
．０
０４
５１
４
０
．０
２６
７８
６
０
．０
２２
０８
７
０
．０
００
００
０
０
．１
７０
６１
０
０
．０
０７
９６
２
０
．３
８５
６６
８

３１
．５
９
％

３
．１
４
％

不
動
産

０
．０
００
００
４
０
．０
００
００
０
０
．０
１２
８９
８
０
．２
３９
８３
１
０
．０
１１
８７
０
０
．０
０３
９４
０
０
．１
７７
１５
３
０
．０
０６
１９
３
０
．０
１１
０３
９
０
．０
０５
３６
１
０
．０
００
００
０
０
．１
１９
２０
４
０
．０
１７
１４
４
０
．１
５５
２８
５

３１
．５
９
％

１
．５
３
％

運
輸

０
．０
００
０２
７
０
．０
００
００
１
０
．１
３４
２０
６
０
．０
１１
１９
４
０
．０
１３
３０
７
０
．０
２８
６３
３
０
．０
４３
６３
２
０
．０
０２
９５
９
０
．１
０５
０８
４
０
．０
０５
４５
１
０
．０
００
００
０
０
．１
２９
５０
１
０
．０
０３
３５
４
０
．２
８２
５７
２

３１
．５
９
％

５
．５
３
％

通
信
・
放
送

０
．０
００
００
０
０
．０
００
００
０
０
．０
３０
３９
８
０
．０
１２
１４
３
０
．０
１４
２５
１
０
．０
０４
９７
９
０
．０
２２
３８
５
０
．０
０４
７２
８
０
．０
３１
４５
３
０
．１
２０
６９
９
０
．０
００
００
０
０
．２
１０
７９
３
０
．０
０５
３３
５
０
．３
０２
７５
７

３１
．５
９
％

１
．８
５
％

公
務

０
．０
００
０３
９
０
．０
００
０１
７
０
．０
９４
５３
８
０
．０
１９
７０
２
０
．０
２３
０１
５
０
．０
１１
６３
５
０
．０
０２
２０
７
０
．０
００
２９
１
０
．０
３４
７３
５
０
．０
１１
８４
５
０
．０
００
００
０
０
．０
７９
２１
０
０
．０
００
４６
７
０
．４
８２
２２
１

３１
．５
９
％

３
．７
３
％

サ
ー
ビ
ス

０
．０
０３
９７
１
０
．０
００
０１
７
０
．１
４６
４０
０
０
．０
０７
５９
３
０
．０
１９
３４
５
０
．０
３４
２０
５
０
．０
２０
４３
６
０
．０
０２
６４
３
０
．０
２０
６３
５
０
．０
１７
２６
２
０
．０
００
００
０
０
．０
８７
８９
３
０
．０
０２
９７
０
０
．３
９６
５５
０

３１
．５
９
％

２３
．５
１
％

分
類
不
明

０
．０
００
００
０
０
．０
００
２４
０
０
．１
１４
１８
２
０
．０
００
００
０
０
．０
１３
４９
８
０
．０
１９
７８
９
０
．１
９２
１１
２
０
．０
０２
８０
２
０
．０
５８
６９
８
０
．０
２４
０８
７
０
．１
７８
３７
４
０
．０
９１
５９
２
０
．０
００
００
０
０
．０
６４
５４
６

３１
．５
９
％

０
．４
１
％

表
２
生
産
価
格
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ム
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産
業
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造
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日
本
・
２０
００
年
）
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農
林
水
産
業

鉱
業

製
造
業

建
設

電
力
・
ガ
ス
・

水
道

商
業

金
融
・
保
険

不
動
産

運
輸

通
信
・
放
送

公
務

サ
ー
ビ
ス

分
類
不
明
雇
用
者
所
得
剰
余
価
値
率
国
内
生
産
額

構
成
比

農
林
水
産
業

０
．１
０８
４５
５
０
．０
００
０２
３
０
．３
０６
０６
４
０
．０
１２
５６
５
０
．０
０８
６７
０
０
．０
９１
２９
５
０
．０
５５
５１
９
０
．０
００
１５
８
０
．０
８６
８５
９
０
．０
０１
２６
９
０
．０
００
００
０
０
．０
３０
３０
９
０
．０
０８
２１
９
０
．１
６２
４２
６

７８
．９
１
％

０
．８
４
％

鉱
業

０
．０
００
２３
７
０
．０
０２
５３
１
０
．０
７５
２６
７
０
．０
０９
１７
６
０
．０
２６
４６
７
０
．０
２０
７５
５
０
．０
４７
４７
２
０
．０
０２
０７
０
０
．３
４６
２４
１
０
．０
０６
１６
９
０
．０
００
００
０
０
．０
５７
６０
９
０
．０
１３
４８
２
０
．２
１９
３９
８

７８
．９
１
％

０
．１
３
％

製
造
業

０
．０
１５
３１
３
０
．０
２１
４１
２
０
．３
９８
７１
１
０
．０
０５
２１
９
０
．０
１５
６１
０
０
．０
５８
１９
４
０
．０
１１
５９
３
０
．０
００
６０
３
０
．０
３０
１７
０
０
．０
０３
０８
１
０
．０
００
００
０
０
．０
８５
４２
８
０
．０
０４
４１
４
０
．１
９５
７７
０

７８
．９
１
％

３２
．１
６
％

建
設

０
．０
００
８８
１
０
．０
０６
２５
６
０
．２
２３
３６
３
０
．０
０２
５７
４
０
．０
０４
２３
７
０
．０
５６
４４
２
０
．０
０７
９５
４
０
．０
００
５８
０
０
．０
４６
５８
９
０
．０
０８
２４
８
０
．０
００
００
０
０
．０
７５
６０
２
０
．０
０２
５９
７
０
．３
１５
６２
１

７８
．９
１
％

１０
．０
８
％

電
力
・
ガ
ス
・
水
道

０
．０
００
００
０
０
．０
８８
３６
３
０
．０
８１
９８
８
０
．０
７６
７４
８
０
．０
６０
１１
１
０
．０
２１
０９
６
０
．０
３３
０２
１
０
．０
０２
２７
５
０
．０
３９
４０
６
０
．０
０５
９１
４
０
．０
００
００
０
０
．１
５３
４２
０
０
．０
０５
７２
４
０
．２
４１
４２
５

７８
．９
１
％

２
．１
４
％

商
業

０
．０
００
０４
７
０
．０
００
００
０
０
．０
２９
８５
１
０
．０
０６
４０
５
０
．０
０８
７０
２
０
．０
１４
５７
６
０
．０
４０
９６
２
０
．０
０５
５６
６
０
．０
４８
９６
９
０
．０
１９
９９
９
０
．０
００
００
０
０
．０
６７
７３
０
０
．０
０４
７７
８
０
．４
２０
５５
６

７８
．９
１
％

１１
．１
６
％

金
融
・
保
険

０
．０
００
００
０
０
．０
００
００
０
０
．０
３７
２３
７
０
．０
０５
５３
７
０
．０
０５
０５
２
０
．０
０６
２１
０
０
．０
７５
２８
４
０
．０
０３
７３
６
０
．０
２４
２３
２
０
．０
２０
７５
８
０
．０
００
００
０
０
．１
６８
２１
５
０
．０
０６
１８
１
０
．３
６１
９４
７

７８
．９
１
％

３
．５
４
％

不
動
産

０
．０
００
００
４
０
．０
００
００
０
０
．０
１１
８４
１
０
．２
５９
３８
１
０
．０
１２
１５
９
０
．０
０５
０４
９
０
．２
１４
０６
２
０
．０
０６
１９
３
０
．０
１２
０６
８
０
．０
０６
０８
８
０
．０
００
００
０
０
．１
４２
０１
８
０
．０
１６
０８
２
０
．１
７６
０９
７

７８
．９
１
％

１
．４
３
％

運
輸

０
．０
００
０２
２
０
．０
００
００
１
０
．１
１２
７１
４
０
．０
１１
０７
５
０
．０
１２
４７
０
０
．０
３３
５６
５
０
．０
４８
２３
０
０
．０
０２
７０
７
０
．１
０５
０８
４
０
．０
０５
６６
３
０
．０
００
００
０
０
．１
４１
１３
９
０
．０
０２
８７
９
０
．２
９３
１３
８

７８
．９
１
％

５
．６
４
％

通
信
・
放
送

０
．０
００
００
０
０
．０
００
００
０
０
．０
２４
５７
５
０
．０
１１
５６
５
０
．０
１２
８５
５
０
．０
０５
６１
９
０
．０
２３
８１
７
０
．０
０４
１６
４
０
．０
３０
２７
６
０
．１
２０
６９
９
０
．０
００
００
０
０
．２
２１
１３
９
０
．０
０４
４０
７
０
．３
０２
３２
４

７８
．９
１
％

１
．９
６
％

公
務

０
．０
００
０２
８
０
．０
００
０１
３
０
．０
６８
１１
７
０
．０
１６
７２
３
０
．０
１８
５０
３
０
．０
１１
７０
１
０
．０
０２
０９
３
０
．０
００
２２
８
０
．０
２９
７９
９
０
．０
１０
５５
７
０
．０
００
００
０
０
．０
７４
０６
２
０
．０
００
３４
４
０
．４
２９
１７
３

７８
．９
１
％

４
．４
４
％

サ
ー
ビ
ス

０
．０
０２
９８
０
０
．０
００
０１
４
０
．１
１２
８１
７
０
．０
０６
８９
３
０
．０
１６
６３
３
０
．０
３６
７９
０
０
．０
２０
７２
７
０
．０
０２
２１
８
０
．０
１８
９３
４
０
．０
１６
４５
５
０
．０
００
００
０
０
．０
８７
８９
３
０
．０
０２
３３
８
０
．３
７７
４５
８

７８
．９
１
％

２６
．１
２
％

分
類
不
明

０
．０
００
００
０
０
．０
００
２５
８
０
．１
１１
７４
９
０
．０
００
００
０
０
．０
１４
７４
０
０
．０
２７
０３
２
０
．２
４７
４６
１
０
．０
０２
９８
７
０
．０
６８
４０
１
０
．０
２９
１６
０
０
．２
４２
２８
６
０
．１
１６
３２
５
０
．０
００
００
０
０
．０
７８
０２
８

７８
．９
１
％

０
．３
６
％

表
３
価
値
タ
ー
ム
の
産
業
構
造
（
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・
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）
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注
１）「延伸ベクトル」と「圧縮ベクトル」は新しい概念として造語したものである。

２）これまでの産業連関表では、総利潤の観点から見ると平均利潤率が形成されていないことが

見られる。これに対して、現代資本主義の平均利潤は企業の正常利潤の観点から理解できる。

この点について中国人民大学経済学部楊志教授から貴重な助言をいただいた。
＾ ＾３）明らかに、FM＝F、FMV＝Vとなる。また、MVの成分

cij

ci
vi（∀i,j）を見ると、

cij

ci
vi＝

vi

ci
cijで、

＾vi

ci
は第 i 部門の資本有機構成の逆数となる。したがって、Q（C＋MV）も資本有機構成が不変な

ことを意味する。

４）この固有値の解は唯一ではない。どの解が適当であるかどうかについては選択基準がある。

それは、固有値の解である １１＋rにおける r が産業連関表原表の社会平均利潤率に最も近いもの

＾ ＾である。また、Frobeniusの定理により、行列（C＋MV）P－１が正の固有値と固有ベクトルを持

つことが分かる。

５）式（３）の条件は必ずしも必要ではない。

６）ここでは，粗付加価値における雇用者所得以外の項目の合計を粗利潤とした。また、表１の

Qiは式（３）の条件によるものである。厳密には農業を区別する必要がある。

７）点線は、遡ることが困難であることを示す。

８）価値から生産価格への転化を順転形（the direct transformation）、生産価格から価値への転

化を逆転形（the inverse transformation）という。逆転形モデルについては、拙著（『百年難

題の解決－価値から生産価格への転形問題の歴史と研究－』、人民出版社、２００４年３月）第６

章を参照願いたい。厳密には、商業を特別に処理する必要があるが、ここでは省略した。

キーワード：産業構造 評価基準 逆転形 労働価値 産業連関

（ZHANG Zhongren）
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The Institutional Reforms as Economic Policy :
Issues Raised from the View Points of Public Choice,

Hysteresis and Design for Incentives

IMAOKA Hideki

In the neoclassical economics, the policy effects are usually analyzed within the

framework of the general equilibrium of endogenous variables by the method of

comparative statics which will be attained under the system with given exogenous

variables. The institutional reforms are, therefore, never treated in economic policy

analysis.

In this paper, the three issues are, even though independently, discussed in relation

to the institutional reforms as economic policy. The issues will be raised from the

viewpoint of public choice theory, followed by the issues with respect to hysteresis. The

final issues to be discussed are those related to the design for incentives.
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